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摂取、吸入、皮膚接触、あるいは胎児とつながる臍帯を介するなどの複数の経路を通じて、私たちは
様々な化学物質に毎日曝露しています。多くの化学物質は無害あるいは有益ですが、他方で私たちの
健康や環境にとって脅威となるものもあります。化学物質の生産量は増加し続けており、それに伴い、
化学物質への曝露も潜在的に増えていきます。図1に示すように、化学物質生産の急速な成長が 非
OECD諸国で生じると予測されています。本書で紹介している化学物質は、人類の健康にとって有害
であるものの、環境管理によって曝露を低減または除去できる可能性があります。化学物質には、農
薬、アスベスト、その他さまざまな家庭用あるいは産業用の化学物質、大気汚染や室内空気汚染、受
動喫煙、鉛、そしてヒ素などが含まれています。ここでは世界標準に向けて十分なエビデンスがある
化学物質を選び、私たちの健康への影響における推定値を示します。

出典: OECD Environmental Outlook to 2050: The Consequences of Inaction, (Chapter 6:
Health and  Environment) (OECD, 2012, doi: http://dx.doi.org/10.1787/9789264122246-en).
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最も有害な毒物を農業から取り除き
農薬への接触を減らすことで、多く
の中毒を防ぐことができる.

図1.地域別の化学物質生産量の予測 (2010年～2050年 “ベースライン” シナリオ)(売上高)
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その他地域

http://dx.doi.org/10.1787/9789264122246-en)


人口統計のメソッド
健康への影響
人口寄与割合（Population Attributable Fraction; PAF）とは、「もしリスクへの曝露がなかった場合、
あるいは代替レベルまで最大限に減少した場合に、減少すると見込まれる死亡や罹患の割合」を意味
します。化学物質曝露による集団レベルでの健康への影響を定量化するため、化学物質曝露の数量的
な推定および概算、それぞれの化学物質と疾病や傷害との関連性を体系的に検討しました。最も優先
された情報源は、比較リスク評価（Comparative Risk Assessment; CRA）に基づいて選択された化学
物質の人口レベルでの影響に関するグローバルな推定値であり、次いで、より限定された疫学的デー
タに基づいた推定値、そして専門家の意見に基づいた推定値です（方法の詳細については Prüss-
Ustün et al, 20161を参照）

化学物質と
持続可能な開発目標
以下のような持続可能な開発目標（SDGs）を達成するためには、有害化学物質への曝露を減らすこ
とが不可欠です。

2020年までに、国際的に合意された枠組みに従い、化学物質とすべての廃棄物のライ
フサイクルを通じて環境的に健全な管理を実現して、大気、水、土壌への排出を大幅
に削減させ、人類の健康と環境への悪影響を最小限に抑える（目標12・4）。

2030年までに、有害化学物質や大気、水、土壌の汚染や汚染による死亡や疾病の数を
大幅に削減する（目標3・9）。

2030年までに、汚染を減らし、廃棄物をなくし、有害な化学物質や物質の放出を最小
限に抑え、未処理の廃水の割合を半減させ、リサイクルと安全な再利用を世界的に大
幅に増やすことで水質を改善する（目標6・3）。
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図2.化学物質ライフスタイルを通じたヒトの曝露と、その防止に関連する選択プログラム

出典: Knowns and unknowns on burden of disease due to chemicals: A systematic review, Prüss-Ustün et al (2011).

石炭火力発電所は周囲の大気汚染の原因であり、
水銀排出の主要な原因でもあります。
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疾病グループ別に見た
人々の健康に対する環境からの影響
世界における死亡および障害の最大の原因である虚血性心疾患の3分の1強（35％）と、第2位の新原
因である脳卒中の約42％は、大気汚染、家庭内大気汚染、副流煙、鉛などの化学物質への 曝露を減
らすか、除去することで防ぐことができます。1

重金属、殺虫剤、溶剤、塗料、洗剤、灯油、一酸化炭素、薬物などの化学物質は、家庭や職場で思
いがけない中毒を引き起こします。このような意図的ではなく中毒は、年間193,000人の死亡者を引
き起こすと推定されており、その大部分は予防可能な化学物質の曝露によるものです。1,2

十分または限定的な証拠がある発がん性物質として分類されている化学物質は数多くあります。3  

職業に起因する発がん性物質への曝露は、すべてのがんの2%から8%を引き起こすと推定されていま
す。4 また、また、一般の集団については、肺がんの14％が大気汚染、17％が室内空気汚染、2％が副
流煙、7％が職業性の発がん物質に起因すると推定されています。1,2,5
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何世紀にもわたる光景 －革が染色される前に労
働者が革を洗います（フェズ、モロッコ）。
革なめし産業で使用される多くの化学物質は、
様々ながんと関連しています。
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鉛などの特定の化学物質への曝露は、子どもの神経発達の低下と関連し、注意欠陥障害や知的障害
の リスクを高めます。パーキンソン病は農薬への曝露と関連しています。その他の化学物質
についても、精神障害、行動障害、神経障害への関連も疑われていますが、エビデンスはより限定
的なものとなっています。1

大気汚染と副流煙は、低体重児、未熟児、死産などの妊娠中の有害な転帰に関するリスク因子です。
例えば、副流煙への出産前の曝露は、死産の全体的なリスクを23％、先天性奇形のリスクを13％増
加させると推定されます。また、エビデンスは限定的ですが、様々な化学物質と妊娠中の有害な転
帰や先天性奇形との間に潜在的な関連性があります。1

世界的に失明の最も重要な原因である白内障は、室内空気汚染への曝露によって発症する可能性が
あります。料理用コンロの煙への曝露が、女性の白内障の原因の35％、白内障全体の24％を占める
と推定されています。

副流煙と大気汚染は、肺炎、気管支炎、そして子どもの死亡の最も重要な原因である細気管支炎な 
どの急性下気道感染症の35％に関与しており、また、上気道感染症と中耳炎にも関連しています。
1,2,5

慢性閉塞性肺疾患（COPD）全体の3分の1以上（35％）が、副流煙、大気汚染、職業ガス、 煙、粉
塵に含まれる化学物質への曝露によって引き起こされています。2,5 副流煙や大気汚染は、胎 児や幼
児の肺機能の低下や肺疾患の原因となる可能性があります。１

副流煙や大気汚染は、喘息の発症や罹患率の増加につながる可能性があります。大気汚染はさらに 
喘息の悪化を引き起こし、関連する入院数を増加させます。職業性喘息による喘息は、職場に関連 
する最も頻度の高い疾患の一つです。１

毎年80万人以上の人が自死で亡くなっています。2 自死者の約20％は、毒物へのアクセスを制限す 
ることで防ぐことができます（専門家の調査と限られた疫学的データに基づく推定値）。インド、 
中国、中米の一部の国では、農薬による自己中毒が主な自殺の手段となっています。1,2,8,9,10

化学物質と大気汚染

環境および家庭からの大気汚染物質は、例えば一酸化炭素（CO）、二酸化硫黄（SO2）、 窒
素酸化物（NOx）、粒子状物質、さらに酸、有機化学物質，金属、土壌、粉塵などの物質を
含めた多くの成分による混合物です。11 化学物質の管理方法が大気汚染に直接寄 与する可能
性があります。その一例が農作業における農薬の使用であり、散布すると揮発 して空気中に
浮遊する可能性があります。12 有鉛ガソリン全廃によって空気中の鉛の量は 減少しました
が、大気汚染の最大の発生源は、燃焼と、エネルギー生成、産業、輸送などの他のプロセスに
あります。13 大気汚染の化学組成は一般的な汚染源によって大きく変化する可能性があると
はいえ、化学物質による健康被害の評価は依然として重要です。
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表1. 環境中の化学物質の適切な管理・削減により予防可能な疾病負担の概要 （2012）

出典: c Prüss-Ustün et al (2016),1 ,d population attributable fractions from IHME (2014),5 disease statistics from 
WHO (2015).2
注: DALYs: 障害調整生命年; CRA: 比較リスクアセスメント; COPD: 慢性閉塞性肺疾患; IHD: 虚血性心疾患; ALRI: 急性
下気道感染症. 強いエビデンスのある結果のみを考慮した。職業的曝露のため、平均的に男性は女性と比較して化
学物質に起因する疾病負担の割合が大きい (約55%対45%).
a 限定的なエビデンス. b 総疾患負荷の計算については、Prüss-Ustün et al (2016)1 参照。一部重複があるため、合
計はリスクの合計と一致しない
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化学物質/化学物質群 考えられる疾病
(DALYsの人口帰属率) 死亡数

(全死亡数に
占める割合)

DALYs
(全DALYsに占
める割合)

調査法

急性中毒を引き起こす化学物質

予防可能な意図しない急性中毒に
関与する化学物質（メタノール、
ジエチレングリコール、灯油、農
薬など）

意図しない中毒 (73%) 137 300 7 825 000 専門家に
よる調査

意図しない職業中毒に関与する化
学物質(上記の中毒に含まれてい
る)

意図しない中毒（職業性）
(14%)

27 100 1 505 000 CRAd

自傷行為に関与する農薬 自傷行為 (20%) 156 200 7 714 000 限定的な
疫学調査c

長期的な影響を与える単一化学物質

鉛a 突発性知的障害(9.8%); 
IHD (4%); 脳卒中(4.6%)

674 000 13 936 000 CRAd

職業曝露における化学物質（長期的影響）
職業性肺発がん性物質(ヒ素、アス
ベスト、ベリリウム、カドミウム、
クロム、ディーゼル排気ガス、
ニッケル、シリカ)

気管、気管支、肺がん
(6.6%)

99 100 2 546 000 CRAd

職業性白血病(ベンゼン、酸化エチ
レン、電離放射線)

白血病 (1.1%) 3 000 118 000 CRAd

職業性微粒子 – COPDの原因とな
る  (粉塵、煙霧/ガス)

COPD (12%) 233 500 10 970 000 CRAd

複合大気汚染

大気汚染物質(粒子状物質、二酸化
硫黄、窒素酸化物、安息香酸ピレ
ン、ベンゼン、その他)

ALRI (7.9%); COPD 
(9.4%); IHD(24%); 肺がん
(14%); 脳卒中(25%)

3 732 500 100 125 
000

CRAc

固体燃料の燃焼による家庭用大気
汚染物質(一酸化炭素、窒素酸化物、
硫黄酸化物、ベンゼン、ホルムア
ルデヒド、多環芳香族化合物、微
粒子、その他)

ALRI (33%); 白内障(24%);
COPD (24%); IHD (18%); 
肺がん(17%); 脳卒中 
(26%)

4 261 500 144 789 
000

CRAc

副流煙(ニコチン、ホルムアルデヒ
ド、一酸化炭素、フェノール類、
窒素酸化物、ナフタレン、タール、
ニトロサミン、PAH類、塩化ビニ
ル、各種金属、シアン化水素、ア
ンモニア、その他)

ALRI (9.3%); IHD (3.6%); 
肺がん(1.8%); 中耳炎 
(2.3%); 脳卒中 (4%)

601 900 19 931 000 CRAd

大気汚染を含まない
化学物質の小計

考えられる疾病:
中毒、白血病、ALRI、
IHD、脳卒中、肺がん、
COPD

1 303 100
(2.3%)

43 109 000
(1.6%)

合計b 考えられる疾病:
中毒、白血病、ALRI、
IHD、脳卒中、肺がん、
COPD

7 375 500
(13.4%)

231 140 
000

(9.4%)



慢性閉塞性肺疾患

虚血性心疾患

下気道感染症

がん

脳卒中

図 3. 疾病別の化学物質に起因する総死亡者数（表1で評価したリスクおよび化学物質のみに起因す
る追加的な環境負荷を含む）1
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注: 図3-6 の推計値は、様々なメソッド
（CRA、限定的な疫学調査、専門家調
査）で集計したものであり、主なメ
ソッドはCRAである。詳細については
表 1 および Prüss-Ustün (2016)1を参照。
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図4.年齢別の化学物質に起因する世界的な疾病負担の割合
（DALYによる）
子供は、急性中毒、大気汚染への曝露、出生前曝露などの化学物
質の急性および慢性の影響の両方に対して特に脆弱である。高齢者
は、大気汚染や様々な発がん性物質への曝露による慢性の影響に対
して、より脆弱である。

図5.性別別の化学物質に起因する死亡数
（燃焼源による周囲の大気汚染を伴わない）

年齢 (歳)

自傷

注：表1で評価したリスクと化学物質のみに起因する追加
的な環境負荷を含む。1 DALYs：障害調整生年数。
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図6.化学物質に起因する地域別および疾病別の全年齢調整死亡数（燃焼源による周囲の大気汚染を除く）
非感染性疾患は、化学物質や大気汚染が心血管系への有害な影響や悪性新生物をもたらした結果であ
り、傷害は意図的ではない中毒や自殺未遂によって引き起こされます。死亡および疾病を年齢調整す
る手法は、各人口の年齢別死亡率を標準人口に適用することで、人口の年齢分布の違いを調整するこ
とができるので、国や地域を比較するためによく使用されています。

職業に起因する曝露に加えて、建築廃棄物
の不適切な処理は、貧困地域にアスベスト
曝露のリスクをもたらす可能性があります。

アメリカ 中近東 ヨーロッパ 東南アジア 西太平洋

傷害
非感染性疾患

0.5



化学物質の公衆衛生影響: 判っていることと判っていないこと 9

分野別の化学物質曝露の低減または除去

分野別の効果的な介入a

農業
職業上および消費者の化学物質への曝露：規制、個人用保護具
 スリランカで最も毒性の強い農薬の種類を禁止することで、自殺者が大幅に減少した。
産業/商業
空気汚染：産業放出制御；改善されたエネルギーの選択；屋内でのタバコの禁煙法
化学物質、大気汚染物質への職業的曝露：労働者の個人的保護；保護行動に関する教育；曝露を
減らすための工学的アプローチ（換気、粉塵抑制技術、汚染源の封鎖など）；汚染源またはその
他の関連する曝露源の除去、規制b

産業化学物質への曝露（労働者、消費者） ：法律、条約
水質汚染：産業排水規制。
 例えば、ヨーロッパ諸国、カナダ、米国で実施された立法喫煙禁止令により、公共の場や職場

での副流煙への曝露を減らし、小児喘息の通院回数、急性冠症候群や早産のリスクを減ら し、
心臓の健康状態が改善しました。

 有害化学物質への曝露を減らし、仕事に関連するがん、塵肺症、慢性閉塞性肺疾患および喘 
息を予防するための職場での効果的な管理措置には、汚染源の囲い込み、局所排気、特殊な 
換気システム、粉塵抑制技術、および作業員の分離が含まれます。

 職業性喘息を持つ労働者に対し、関連する曝露を除去することで，喘息症状が減少し，肺機能
が向上しました。喘息アレルゲンへの曝露を除去することは、職業性喘息の一次予防にも有効
でした。

 あらゆる形態のアスベストの使用禁止、水銀の段階的廃止、化学物質管理の調和、古い農薬や
化学物質などの安全な取り扱いと処分、安全で環境に優しい廃棄物管理、がん関連化学物質に
関する法制化を行いました。

 製鉄所の閉鎖（米国）や全国的な銅製錬所のストライキ（米国）のような偶発的な介入により、
大気汚染レベルと健康への影響が減少しました。

輸送

大気汚染：交通規制や公共交通機関の整備、渋滞の緩和、旧型ディーゼル車の更新など
 燃料の硫黄含有量の削減（香港特別行政区、中国）、オリンピック期間中の規制強化（米国お

よび中国）、渋滞料金制度（ロンドンおよびストックホルム）などの環境大気汚染に関する法
的介入により、さまざまな大気汚染物質が減少し、測定可能な健康への悪影響（主に心血管系
と呼吸器系の罹患率と死亡率の減少）が減少しました。

 有鉛ガソリンの廃止は、世界のほとんどの国で人口の平均血中鉛濃度の着実な低下と相関があ
ります。



図 7.各国の中毒センター (2015年6月時点)
中毒センターは、中毒の予防、診断、管理について助言し、支援する専門部署です。このよう
なセンターを設置している国々は47％に過ぎず、アフリカ・東地中海地域と西太平洋地域の小
さな島国で は特に格差がみられます。

この地図上に表示されている境界線と名称、およびこの地図上で使用されている名称は、国、領土、都 データ提供：WHO
市、地域、またはその当局の法的地位、またはその境界線または境界線の区切りに関して、WHOのいか マップ作成：WHO健康統計およ
なる意見の表明をも意味するものではありません。地図上の点線と破線は、まだ完全な合意が得られてい び情報システム（HSI）
ないかもしれないおおよその国境線を表しています。 © WHO 2015. All rights reserved.
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住宅/地域社会
室内空気汚染：クリーン燃料の使用；固形燃料からの煙への曝露を減らすための戦略-WHO
「 室内空気質ガイドライン」の実施

化学物質への曝露：家庭と地域社会における化学物質の安全管理
 現代的なエネルギー源と調理技術により家庭用固形燃料の煙への曝露を減らす介入により、 

急性下気道感染症、肺機能の低下、呼吸器症状、および拡張期血圧が減少しました。
 米国、カナダ、オーストラリア、南アフリカ、ヨーロッパ諸国などを含む多くの国で実施され

た家庭安全介入は、薬を手の届かないところに保管している家庭の割合（53％増）、掃除 用
品を手の届かないところに保管している家庭の割合（55％増）、ポイズンセンターの電話 に
アクセスできるようにしている家庭の割合（330％増）の増加がみられました。

水
飲料水中のヒ素およびその他の化学物質への曝露：WHO飲料水品質ガイドラインの実施；飲 料水中
のヒ素およびその他の化学物質への曝露を減らすための戦略
 砒素のレベルが高い地域では、以下の方法で10 µg/l以下の飲料水を提供する。

• 雨水の採取（注意点：微生物汚染や蚊の繁殖を防ぐ）
• ヒ素レベルを調べるための水質検査
• 集中型または家庭用のヒ素除去システム
• 高ヒ素水源と低ヒ素水源の区別

注：WHO報告書（Prüss-Ustün et al (2016)1 を参照）の枠組みで作成された編纂書からの要約；
ヒ素の介入については http://www.who.int/ipcs/features/arsenic.pdf; b 参照
その他の例：水銀に関する水俣条約、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約、 国際化
学物質管理のための戦略的アプローチ、バーゼル条約、化学物質の安全に関する国際プログラム、
たばこ規制 に関するWHO枠組条約、化学物質の登録、評価、認可および制限に関するEU規則。

http://www.who.int/ipcs/features/arsenic.pdf%3Bb
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分野別の経済評価a

農業
• ネパールの農民の農薬使用による急性中毒による年間の治療費は、年間の医療費総額の3
分の1近くを占めると推定されました。

• ブラジルのパラナ州では1 米国ドル分の農薬使用につき、業務に起因する中毒 による健
康管理と療養休暇に約 1.28米ドル相当が費やされている可能性があります。

産業/商業
• 中国の香港特別行政区では、副流煙による医療費、長期療養費、生産性の低下などの直接的 
なコストは年間1億5,600万ドルと推定されました。

• 米国では、副流煙による虚血性心疾患の年間治療費は18億～60億ドルと推定されました。
• 米国のすべての職場に禁煙の法律を導入することで、直接的な医療費が4900万ドル節約さ
れ る可能性があります。

• 職場での禁煙の実施は、無料のニコチン置換療法プログラムに比べて、新規非喫煙者1人当 
たりの費用対効果が約9倍高いと推定されました。

• イタリアのカンパニア地方の健康影響を防ぐために汚染された工業用地や有害廃棄物投棄地
を浄化することは、費用対効果が高いと判断されました。 

• イタリアでの職業性がんによる死亡は、間接的な経済的損失として約3億6000万ユーロ、医
療費として4億5600万ユーロと推定されました。職業性肺がんおよび膀胱がんは、スペイン
の国民医療システムにおいて8,800万ユーロのコストがかかっています。フランスでは、職
業性呼吸器がんがかなりの経済的負担になっていることも示されました。

• 英国における職業性喘息にかかる総費用は95～1億3500万ポンドと推定されました。
輸送
• 中国の太原市では、大気汚染（粒子状物質）による健康被害の総コストは、市のGDPの2.4～

4.9％と推定されました。
• インドのムンバイでは、健康影響の総コストは、PM10が50 mg /㎥増加すると1億1,300万ド
ル、二酸化窒素が同様に増加すると2億1,800万ドルと推定されました。

• スペインのバルセロナでは、 PM10への曝露量を50mg/㎥から20mg/㎥に削減することで、
死亡者数が3,500人減少、心肺疾患による入院が1,800人減少、成人の慢性気管支炎が5,100人
減少、小児の急性気管支炎が31,100人減少、小児と成人の喘息発作が54,000人減少、年間6億
ユーロの節約につながると推定されました。

• デンマークでは、大気汚染（PM2.5）の削減による医療システムの節約と、冠動脈性心臓病、
脳卒中、慢性閉塞性肺疾患、および肺がんにかかるコスト削減は、人口10万人あたり0.1～260
万ユーロになると推定されました。PM2.5への曝露によるこれら4つの疾患による労働市場から
の離職による生産性コストは、50～70歳の人口10万人あたり180万ユーロと見積もられました。

• 米国の2つのコミュニティにおいて、大気汚染に起因する小児喘息関連の年間費用は1,800万
ドルと推定され、主に子どもたちの家族が負担していました。PM2.5への曝露は、小児喘息
による入院費用の増加と明確に関連していました。

• 欧州連合（EU）では、環境汚染や室内大気汚染による早死に伴う経済的コストは、1.5兆ドル
と推定されました。

住宅/地域社会
• 米国の1960年以前に建てられたすべての住宅で、鉛の害のない窓に替えると、少なくとも

670億ドルの純利益をもたらすとみられています。加えて、例えば注意欠陥多動性障害の回
避、犯罪や非行の減少、気候変動に伴う長期的なコストなどの利点が考えられています。

• 子供の曝露を防ぐために家庭内で鉛塗料の管理を行えば、医療費、生涯所得、税収、特別教
育、注意欠陥多動性障害、および鉛曝露の増加に伴う犯罪の直接費用を考慮すると、米国で
は1,810億～2,690億ドルの純節約になるかもしれません。特に最も危険性の高い地域社会に
おいて鉛中毒の早期介入を対象としたこのような制御へ投資することは、非常に費用対効果
が高いと考えられます。

• 炊事や暖房のための固形燃料を置き換えたり、よりクリーンな調理用コンロへの投資すると
いった様々な介入が費用対効果の高いものとして評価されました。

• 米国カリフォルニア州の住宅用木材の燃焼に関する規制により、大都市圏あたりの死亡に関
する平均年間コストは2億～4億米ドル、心血管疾患や呼吸器疾患による罹患に関するコスト
は600万～2,700万米ドル節約できると推定されました。

 注: a WHOの報告書のフレームワークで作成された編集の要約（Prüss-Ustün et al (2016)1 参照）
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図8. 国際保健規則に基づくコア・キャパシティの実施状況 (2014) (報告国：160ヶ国)
国際保健規則（2005）の参加国は、化学物質による事故や緊急事態を含むあらゆる公衆衛生上のイベ
ントを検知、評価、報告するために最低限備えておくべき能力（コア・キャパシティ）を有し、発展
させることが求められています。 2014年に、化学物質に対するキャパシティは、公衆衛生のコア・
キャパシティの中で最も低い状態であると評価されました
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図9. 政府からの情報に基づいて、鉛塗装を法的に拘束力のある規制を行っている国々 （2016年3月）
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